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Ⅰ　はじめに

例えば、Ａ国人ＸはＡ国法人Ｙ社の出版する雑誌に自身のデザインしたマ

スコットをＹ社が日本において費用負担して掲載した。（Ａ国人ＸはＹ社と

労働契約を締結している。）その後Ａ国法人Ｙ社は日本においてＺ社の出版

する雑誌に当該マスコットを掲載し出版した。これに対して、Ａ国人Ｘは日

本の裁判所に自身に帰属する著作権に基づいて、侵害行為の差止請求および

損害賠償訴訟を提起した。

その先決問題として著作権の帰属が問題となった場合に、すなわち、職務

上作成された著作物についての権利の帰属（原始的所有者）の確定が問題と

なり、いずれの国の法によって権利の帰属が判断されるべきかが問題となる。

この点、判例は、労働契約の問題であるとしてベルヌ条約は抵触法規定を

含まないとし労働契約準拠法説を採用している。これに対して通説は、著作

権自体の問題であるとしてベルヌ条約が抵触法規定を含むとして、保護国法

職務著作の準拠法について
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説を採用している。

本稿では、判例及び学説の見解を整理し、上に掲げた事例を基に批判的考

察を行い、おわりに、筆者の採用する見解と他説との相違を明らかにした

い。

Ⅱ　判例

労働契約準拠法説を採用したと思われる判例として東京高裁平成 13 年５

月 30 日の判決があげられる。本件における事案の概要は以下の通りである。

アメリカでアメリカ人イラストレータ甲は自身が作成したイラストをアメ

リカ法人乙社の出版する雑誌に掲載した。そのイラストを基に甲によって作

成されたキューピー人形の（本件著作物）にかかる著作権を、日本人Ｘ（控

訴人）は甲の遺産財団である丙から、譲り受けた。その後、日本法人Ｙ（被

控訴人）は、1953 年から日本国内において、キューピーを自社用にアレンジ

し宣伝マスコットとして、そのイラストをポスター等の広告物として複製し

て使用し、これを元にした人形を作成し景品として頒布した。これに対して、

ＸがＹに対して、著作権侵害に基づく差止請求を提起した事案である。

判旨は以下の通りである。

「控訴人が主張する本件著作権は、我が国における著作権であるが、職務

著作に関する規律は、その性質上、法人その他の使用者と被用者の雇用契約

の準拠法国における著作権法の職務著作に関する規定によるのが相当である

から、被控訴人主張の職務著作物該当性については、アメリカ合衆国法によ

ることになる。1909 年アメリカ合衆国著作権法は、『著作者』という用語は

職務著作の場合における使用者をも含むと規定するにとどまっていたが、連

邦最高裁判所の判例により、純然たる使用者と被用者の関係に限らず、法人

等とその被用者でないものとの関係においても、前者が後者に作品の制作を

依頼した場合においては、一般に、このような依頼を受けた者は、著作権を

当該作品自体とともに、依頼を行った者に移転する旨の目次の合意をしたも
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のと推定されていた。……ローズ・オニールは、本件イラスト著作物を発表

した後、キューピーの人形を作ってほしいとの子供たちの手紙を受け取った

ことから、戯れにキューピーの小さな彫像（本件著作物）を彫ったのであっ

て、その制作について、レディース・ホーム・ジャーナル等から依頼を受け

たとは認められない。さらに、本件著作物は、上記認定事実に照らし、ロー

ズ・オニールを著作者として公表されたと認められるのであり、上記出版等

の著作者名義で公表することが制作当初から予定されていたものとはいえな

い。したがって、本件著作物について、被控訴人主張の職務著作物と認める

余地はなく、本件著作権は、本件著作物の制作により、原始的にローズ・オ

ニールに帰属したものというべきである。」（１）と。

判例の見解は、職務著作の準拠法に関して、労働規約の準拠法によるとし

て、アメリカ法を適用している。

Ⅲ　「法例」下における学説の議論状況

１　保護国法説　

ベルヌ条約が抵触法規定を含むとする見解として保護国法説が挙げられ

る。

稲垣氏によれば「（３）この問題は、職務著作に関する規定が存しない国

もあることに鑑みると、抵触法上は、前述のように使用者と被用者のいずれ

に原始的に著作権が帰属するのかという問題として捉え、その上で、権利の

帰属は、その存在だけでなくその内容からも切り離せないことから……，著

作権に関する問題一般につき規定しているベルヌ条約５条（２）により「保

護国法」が適用されると解される……。」（２）として、ベルヌ条約が抵触法規定

を含むとして、ベルヌ条約５条２項を抵触法規定であると解し、保護国法を

適用している。

２　労働契約準拠法説

まず、森田教授によれば、「判旨Ⅱは、職務著作の準拠法に関する初めて
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の判示であり、職務著作に関する規律は雇用契約の準拠法国における著作権

法の職務著作に関する規定によるとする。著作権が使用者と被用者のどちら

に帰属するかという問題は、両者間の利益配分の一環である。したがって、

両者に最も密接に関連する労働関係の準拠法で一元的に処理すべきである…

…。これに対して、実質法上この規律は被用者の創作意欲に関係するから各

国の政策によって決定されるべきであるとか、原始的な権利の取得者に関す

る規律は各国の法律でなければ決められないというような理由から、保護国

法によるべきだとする考え方もありうる。しかし、職務著作につき被用者が

創作時に意識する法律は、労働関係の準拠法以外にあまり考えられないので

はないか。」（３）と。したがって、森田教授は、判例の見解を支持し、職務上作

成された著作権の帰属の問題について当事者間の労働契約の準拠法を適用す

るとしている。

つぎに、田村教授によれば、「職務著作に関する規律は、著作物を利用す

る第三者の問題というよりは、むしろ使用者と被傭者の法律関係に係る要素

の方が大きく、そうだとすると、準拠法の選択の仕方も、第三者の著作物の

利用地に焦点を合わせ（属地主義）、各国毎に多元的に規律される（ex.Ａ国

での第三者の利用に対してはＡ国著作権法の職務著作の規定により使用者が

著作権者となり、Ｂ国での利用に対してはＢ国法の規定により被傭者が著作

権者となる）とするのではなく、使用者と被傭者の労働関係の準拠法国の著

作権法の職務著作の規定により一元的に処理すべきであろう。」（４）と。したが

って、田村教授は、職務上作成された著作物の著作権の決定に際して、被用

者と使用者の関係に着目し労働契約準拠法説を採用している。

さらに、高林教授によれば、「特許の場合も同じなのであって、権利を成

立させるときにはそれぞれの国で登録を得なければなりませんが、発明を完

成させることによって日本における特許を受ける権利というものを各別に取

得したのでしょうか。そして、それは別に、観念的にいろいろな国の特許を

受ける権利というものを同時に取得したというのでしょうか。出願手続きは
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それぞれの国に別々にしなければならないけれども、特許を受ける権利とか、

その帰属とかいうものは、従業者の雇用されているところの国の法律によって

決するということで、職務著作の場合にも統一的に解釈すべきではないか」（５）

と。したがって、高林教授は、職務著作においても特許権と同様に労働契約

準拠法によるものと解している。

また、金准教授によれば、まず「一般の著作権の帰属の問題か職務著作の

著作権の帰属の問題かで分けて考え、職務著作に関しては、職務発明の場合

のように、その法律関係を使用者と労働者間の問題として性質決定し、最も

密接な関係を有する法として雇用契約の準拠法によるべきである。」（６）と。し

たがって、金准教授は、一般の著作権と職務上作成された著作権を区別し、

後者に関して、その帰属の問題には労働契約の準拠法が適用されると解して

いる。

最後に、木棚教授によれば、「むしろ、職務発明や職務著作などに関する

使用者等と従業者等との関係は、私人間の関係としてみればその国における

従業者の待遇とも係わり、国家の観点から見ればその国における従業者発明

等の奨励に役立つようにする目的で制定されたものであるから、雇用契約そ

の他の契約関係と密接不可分な関係があるので、これらの関係を支配する国

の法によるべきであろう。」（７）と。したがって、木棚教授は、職務上創作され

た著作物の著作権の帰属に関して、産業的な側面に着目し私人間および国家

間の契約関係における目的を達成するという観点から労働契約準拠法を適用

するものと解している。

３　本源国法説

法例には職務著作に関する規定がないとして条理によるとする説がある。

条理の内容として本源国法説を採用するものがある。

例えば、土井氏によれば「ＡがＸ国で、ある著作物を作ります。Ａがベル

ヌ同盟の一国の国民であるか、または、同盟の一国でその著作物を最初に発

行すると、その著作物について、日本を含め少なくとも 155 の同盟国で自動
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的にそれぞれの国で著作権が発生します。日本の著作権法のもとでこのよう

にして発生した著作権について、だれが著作者であるか、まただれが著作権

を所有するかは、著作物が作成された国の法によるのか、あるいは著作物の

作成および利用に関与する当事者の契約に定めた準拠法によるのか。」とい

う問題に対して、「日本を含む多くの国で同時に発生する著作権について、

だれが著作権を所有するかは、著作物が作成された国または最初に発行され

た国の法によるべきだ。」（８）としている。したがって、土井氏は、著作権の帰

属の問題についてはベルヌ条約が抵触法規定を含んでいないとして、著作物

の最初の発行地である本源国法が適用されると解している。

また、野一色教授によれば、「著作者が誰かは事実の問題であり著作者の

権利の発生の起点である。著作権の移転の問題ではない。著作者が誰かを決

める法は著作物創作地国である。国際条約により著作物は国際的広がりのも

とに利用される。事実は一つである。著作者が誰であるかが準拠法によって

異なる結果を生むことは避けたい。」（９）と。したがって、野一色教授は、ベル

ヌ条約の規定には触れず、著作物の著作権者が誰であるかは著作権の発生の

問題であり移転の問題とは区別し、著作物創作地国法（本源国法）によると

している。

Ⅳ　「法適用通則法」下における学説の議論

１　保護国法説　

「法適用通則法」下における学説として、保護国法説が挙げられる。

道垣内教授によれば、「これは、最初の著作者の決定の問題である。ベル

ヌ条約の解釈に関する保護国法準拠法説および法廷地著作権法説によれば、

同条約に準拠法決定ルールがあるとされるのは、『映画の著作物について著

作権を有する者を決定すること』（14 条の２第２項（ａ））だけであるので、

それ以外の問題について、他方、法廷地国際私法説および外人法説によれば、

通則法に規定がない以上、著作権の原始的帰属に関するすべての問題につい
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て、それぞれ条理により準拠法を定める必要がある。条理の内容としては、

保護国法によるとの見解、著作物の本源国法によるとの見解、そして、特に

職務著作や共同著作について雇用契約の準拠法や創作地法によるとの見解、

以上の３つの見解がありうる。保護国法によるとの見解および著作物の本国

法によるとの見解の根拠は、（１）の著作権の発生・消滅についてのそれぞ

れの見解の根拠と同じである。これに対して、第３の見解は、著作物の創作

行為に最も密接に関係する地の法によるべきであるとの一般論を立て、職務

著作については雇用契約の準拠法によるとし、共同著作については創作地法

によるとする。その理由として、著作権の原始的帰属は、著作物を利用する

第三者の問題というよりは、むしろ、使用者・被用者間の法律関係に関わる

要素の方が大きいことが指摘され、また、共同著作については関係者の間で

問題となる限り、創作行為に最も密接に関係する地の法によるべきであると

されている。そして、このような処理には一元的に著作者が決まるというメ

リットがあるとされる。裁判例としても、アメリカでの職務著作による日本

の著作権の権利者については、『職務著作に関する規律は、その性質上、法

人その他使用者と被用者の雇用関係の準拠法国における著作権法の職務著作

に関する規定によるのが相当である』としたものがある。しかし、第３の見

解に対しては、著作権の原始的帰属について、関係者の間での問題と第三者

との関係で生じる問題とを分けることが可能なのか否か疑問である。おそら

く、保護国法によるとの見解が一般的であろう。この保護国法準拠法説によ

れば、たとえば、ライセンス契約等の場合には、対象となる国の著作権ごと

に誰が最初の著作権者であるかを確認する必要があることになる。」（10）と。し

たがって、道垣内教授は、ベルヌ条約 14 条の２第２項（ａ）号が映画の著

作権に関して保護国法による旨の規定をおき、この規定を抵触法規定である

と解しているが、それ以外については通則法に規定がないとして著作権の原

始的帰属については条理により保護国法によるものとしている。

２　労働契約準拠法説
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つぎに、労働契約準拠法による説は、職務上作成された著作物の著作権の

帰属に関して、被用者と雇用者の関係に着目し、その性質上、通常の著作物

の著作者が有するのと同様の権利を被用者である著作者に帰属させるのでは

なく、雇用者の下で行った著作活動は雇用者側に帰属するものであるとして、

「法適用通則法」下において労働契約準拠法を適用するものである。

例えば、金准教授によれば、「権利の原始的取得の準拠法の問題と、雇用

関係を前提にする職務発明および職務著作の準拠法の問題とを、性質決定の

段階において明確かつ自覚的に区分することである。……職務発明および職

務著作のように、雇用関係にある者が職務遂行の過程で発明または創作した

場合の権利の帰属の場合は、属地主義が働く保護国法主義ではなく、雇用関

係の問題として雇用関係と最も密接な関係を有する雇用契約の準拠法による

べきであろう。」（11）として、労働契約準拠法説を採用している。さらに、「日

本の場合、通則法の規定の中に、かかる問題に対する客観的連結規定を設け

ていない以上、通則法 12 条の解釈によるしかない。」（12）とし、通則法 12 条の

規定を適用している。また、「一方、サヴィニ―的伝統的国際私法方法論に

おいては、法廷地の絶対的強行法規は、準拠法と関係なく適用されることに

なるので、法廷地の職務発明および職務著作に関する規定が絶対的強行法規

であると判断される場合は、当事者案について適用されることになる。」（13）と

している。

同様に、山口講師によれば、「この『雇用契約を規律する国の法』を準拠

法とするということは、すなわち、法廷地国際私法に従って導き出された、

従業員・使用者間の雇用契約を規律するための準拠法を、当該著作物に係る

著作物の原始的所有者を特定するために代用するということを意味しよう。

つまり、我が国においては、通則法７条、12 条に従い、準拠法を決定すると

いうことになろう。その場合、同法 12 条１項、すなわち、労働者保護のた

めの第三国の強行規定の実施を認める規定の適用可否が問題となるが、その

答えがいずれになるにせよ、それを明示する規定を別途設置する必要があろ
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う。……したがって、このような憂慮がある以上、現時点での私見としては、

『雇用関係に基づき（従業員によって）創作された著作物』については、「保

護国法」以外を準拠法とする例外規定を設置するという選択肢もないわけで

はないということを指摘するにとどめたい。」（14）として、山口講師は、労働契

約準拠法説に好意的である。

最後に、村上講師によれば、「通則法は職務著作に関する特別な規定を有

しないので、準拠法の決定は解釈にゆだねられる。職務著作の準拠法は労働

契約準拠法によるとすると、労働契約に関する特則（12 条）の導入は、職務

著作の準拠法の決定方法に変化をもたらすであろう。法例から通則法への改

正が職務著作の準拠法の決定に及ぼす影響を明らかにするためには、この問

題が労働契約準拠法によるか、そもそも保護国法によるかを決定しなければ

ならない。著作権の帰属は、その存在だけでなくその内容からも切り離せな

いとして、保護国法説が伝統的に支持されてきた。しかし、（¡）著作物の

多様性、（™）公示・登録の不存在、そして（£）著作権の利用形態という

三つの観点からすると、各国の著作権の帰属主体をばらばらに決定する保護

国法説には賛成しがたい。労働契約準拠法により、各国の著作権の帰属主体

を一元的に決定すべきであると考えられる。職務著作の準拠法は労働契約準

拠法によるとすると、通則法の枠組みにおいては 12 条の規定が適用され労

働者に対して最密接関係地法中の強行規定による保護が保障されよう。……

雇用の過程において創作された著作物に関わる著作権の原始的帰属は労働契

約準拠法によると解される。通則法の枠組みにおいては、12 条の規定により

準拠法が決定されよう。法改正により、準拠法決定ルールは法例７条から通

則法 12 条に変化することとなる。」（15）と。したがって、村上講師は、職務著

作の準拠法は労働契約準拠法であるとし、通則法 12 条が適用されるものと

している。
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Ⅴ　批判的考察

各国の法制度の内容はどのようなものであろうか（16）。これについては、著

作権の概念が存在する国と著作権の概念が存在しない国とに分けられる。前

者に属するアメリカにおいては、著作権法の中に職務著作に関する規定を置

き、使用者に著作権が帰属する旨を規定されている。さらに、イギリスにお

いても、同様に著作権法の中で職務著作が規定され、反対の定めのない限り

使用者に著作権が帰属する。また、後者に属するフランスにおいては、職務

著作の概念はなく創作者が原始取得するとされている。次にドイツにおいて

も、職務著作の規定はなく創作者が著作権を原始取得するとされている。最

後に、日本は前者のグループに属し、著作権法の中に職務著作の規定を置き

別段の規定がない限り使用者が著作権を取得するとしている。このように各

国の法制度を見てみると、職務著作の概念が存在する国においても職務著作

は一般の著作権に関する問題として捉えられ、したがって、いずれの国にお

いても著作権の問題として捉えられている。創作者の利益が最優先に保護さ

れるよう構成されているのである。すなわち、このような比較法の観点から

も、職務著作という独立した単位法律関係の下で考えていないのであり、著

作権自体の準拠法によるべきであり労働契約準拠法によるのは妥当でないよ

うに思われる。労働契約準拠法説によれば、「法適用通則法」12 条が規定す

る労働契約準拠法が適用される。この規定によれば、職務著作の場合には、

当事者が選択した国の法であれ、労務提供地法であれ、創作者たる労働者が

労働契約締結以前に準拠法を予測できず創作者である労働者の利益の保護が

確保されない。さらに、各国においては原則として創作者に著作権が帰属し、

職務著作に該当する場合には例外的に使用者に著作権が帰属するというとい

う制度が採用されている。この原則を国際私法的に構成すると、国際私法上

も著作権自体の問題として性質決定し、まず、第一に、本源国法主義により

著作者の権利を保護し、さらに、内国民待遇の原則によって創作者の権利を

制限するというように考えていくのが法的に妥当であると思われる。この点、
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著作権自体の問題と考え権利の享有について本源国法説と効力についての内

国民待遇の原則との組み合わせによれば、創作者は自分で発行地を選択する

ことができ、そのことを以て著作権者としては自分の利益になるような地を

選択することができるので著作権者の利益を担保することができる（17）。同時

に、効力についての内国民待遇の原則によって、内国における使用者は自国

の法律の内容に留意して行動していればよいので、使用者の保護をも担保で

きるというものである。このように考えるならば、職務著作という独自の単

位法律関係を形成し労働契約準拠法を適用する必要はないものと言わざるを

得ない。

なお、著作権自体の問題であると性質決定した場合には、学説は、ベルヌ

条約が触法規定を含むとする見解と、ベルヌ条約が抵触法規定を含まないと

する見解に分かれる。前者は、保護国法説であり、後者は、条理説である。

条理説はさらに、保護国法説と本源国法説に分けられる。保護国法説は、利

用行為者の利益保護を念頭に置いているものであると考えられる。この説は、

ベルヌ条約が規定する映画の著作物に関する著作権者の決定に関して 14 条

の２第２項（a）を抵触法規定であると解するが、それ以外については法の欠

缺として条理により保護国法によるとする。しかし、この規定は内国民待遇

の規定を定めた外人法規定である。

Ⅵ　おわりに

外国人によって職務上創作された著作物の著作権が日本で日本人によって

侵害された場合に、当該著作物の著作権が外国人著作者に帰属するのか、あ

るいはその使用者である会社に帰属するのかといった問題が、著作権侵害の

準拠法決定の問題を考えるにあたっての先決問題となる。この様な問題の解

決にあたっては、職務著作を独立した単位法律関係として捉えるのではなく、

著作権自体の問題として、ひいては権利の享有の問題として捉えるべきであ

る。ベルヌ条約 14 条の２第２項（ａ）号「映画の著作物について著作権を
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有する者を決定することは、保護が要求される同盟国の法令の定めるところ

による。」という規定は、保護国法によるとする抵触法規定ではなく、外人

法の規定であるので、効力については内国民待遇の原則によるとする規定で

あると考えられる。

【設例１】

Ａ国人ＸはＡ国法人Ｙ社の出版する雑誌に自身のデザインしたマスコット

をＹ社が日本において費用負担して掲載した。（Ａ国人ＸはＹ社と労働契約

を締結している。）その後、Ａ国法人Ｙ社は日本においてＺ社の出版する雑

誌に当該マスコットを掲載し出版した。これに対して、Ａ国人Ｘは日本の裁

判所に自身に帰属する著作権に基づいて、侵害行為の差止請求および損害賠

償訴訟を提起した。その先決問題として著作権の帰属が問題となる。すなわ

ち、いずれの国の法によって、職務上作成された著作物についての権利の帰

属（原始的所有者）の確定が問題となり、いずれの国の法によって権利の帰

属が判断されるべきかが問題となる。

したがって、職務著作についての準拠法の決定に関しては、本源国法主義

と効力についての内国民待遇の原則の組み合わせによる。すなわち、職務著

作の問題を、労働契約の一側面として考えるのではなく、著作権の帰属の問

題と考え、ベルヌ条約の適用範囲内の問題であるとして、著作権自体の準拠

法である本源国法により、内国における外国著作物の保護が問題となる場合

には、本源国法主義と効力についての内国民待遇の原則との組み合せによる。

結果的には本源国法と内国法との累積的適用になる。この点、本源国法の適

用を考える際に、ベルヌ条約５条４項（ａ）号によれば、発行著作物につい

ては当該著作物が最初に発行された国が著作物の本国となる。

本件の場合には、ベルヌ条約が職務著作の準拠法に関する抵触法規定を含

んでいるとして、本源国法主義により、当該著作物は発行著作物であるので、

最初の発行地であるＡ国が著作物の本国法となる。ここで、Ａ国法上、職務

上作成された著作物の著作権が誰に帰属するのかをＡ国法によって判断する
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ことになる。Ａ国は職務著作の概念が存在しない国で創作者主義を採用して

いる国である。他方、日本においては、職務上作成する著作物の著作者は、

その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り法人等

に帰属する（著作権法 15 条）。

したがって、著作物の本国法たるＡ国法の要件を満たしていれば権利が成

立しＡ国が本源国となる。そして、Ａ国法上Ｘに権利が帰属する。Ｘがこの

権利を日本で行使できるためには同時に日本法の要件も満たさなければなら

ない。日本の著作権法 15 条の規定により、ＸとＹとの間でＸに権利が帰属

する旨の契約を締結するか勤務規則においてその旨を定めておかない限りＹ

に権利が帰属することになる。したがって、ＸとＹとの間にＸに権利が帰属

する旨の別段の定めがあればＸに権利が帰属することになり、ＸはＹに対し

て著作権侵害に基づく差止請求及び損害賠償請求を行うことができる。

これに対して、別段の定めがなければＹに権利が帰属することになり、Ｘ

はＹに対して著作権侵害に基づく差止請求及び損害賠償請求を行うことがで

きない。

【設例２】

Ａ国人Ｘは日本法人Ｙ会社の出版する雑誌に自身のデザインしたマスコッ

トをＹ社が日本において費用負担して掲載した。（Ａ国人ＸはＹ社と労働契

約を締結している。）

日本法人Ｙ社はＡ国においてＺの出版する雑誌に当該マスコットを掲載し

出版した。

これに対して、Ａ国人Ｘは日本の裁判所に自身に帰属する著作権に基づい

て、侵害行為の差止請求および損害賠償訴訟を提起した。

本件は先に掲げた事例と逆の事例である。内国著作物が外国で侵害され日

本が法廷地となった場合である。この場合の職務著作についての準拠法の決

定に関しては、発行著作物については当該著作物が最初に発行された国であ

る日本が著作物の本国となり（ベルヌ条約５条４項（ａ）号）、本源国法主
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義によれば、日本で権利が成立すれば、日本の著作権法の規定による。日本

の著作権は職務上作成する著作物の著作者は、その作成の時における契約、

勤務規則その他に別段の定めがない限り法人等に帰属する（著作権法 15

条）。

したがって、著作物の本国法たる日本法の要件を満たしていれば権利が成

立し日本が本源国となる。そして、日本法の要件を満たせばＸに権利が帰属

する。日本の著作権法 15 条の規定により、ＸとＹとの間でＸに権利が帰属

する旨の契約を締結するか勤務規則においてその旨を定めておかない限りＹ

に権利が帰属することになる。したがって、ＸとＹとの間にＸに権利が帰属

する旨の別段の定めがあればＸに権利が帰属することになり、ＸはＹに対し

て著作権侵害に基づく差止請求及び損害賠償請求を行うことができる。

なお、同盟三国間に跨る場合にはベルヌ条約の適用範囲外として、例えば、

Ａ国において成立した著作権の効力はＢ国には及ばないという権利の効力に

ついての属地主義によることになる。例えば、同盟国たるＡ国は職務著作の

概念が存在しない国で創作者主義を採用し、他方、同盟国たるＢ国は職務著

作の概念が存在する国で当事者による別段の合意がない限り使用者に権利が

帰属する国であるとしよう。そして、創作者たる労働者ＸがＡ国において最

初に発行した著作物を使用者たるＹがＢ国において利用（例えば、複製・出

版）し、ＸがＹに対して著作権侵害に基づく差止請求権および損害賠償請求

訴訟を日本の裁判所に提起したとしよう。この場合には、最初の発行地国た

るＡ国が著作物の本国となり（ベルヌ条約５条４項（ａ）号）、Ｂ国が利用

行為地国となる。そして、Ｘが著作物の本国法たるＡ国法の実質的成立要件

を満たせばＡ国が本源国となり、本源国法たるＡ国法により（本源国法主義）、

創作者たるＸに権利が帰属することになる。しかし、同盟三国（Ａ国・Ｂ

国・日本）間に跨る場合にはＢ国は外国であるから「効力についての内国民

待遇の原則」は適用されず、その権利の効力が利用行為地国たるＢ国に及ぶ

ことはなく（属地主義）、Ｂ国においては創作者たるＸに権利は帰属せず、
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ＸはＢ国においては権利を享有・行使することはできない。したがって、Ｘ

のＹに対する著作権侵害に基づく差止請求および損害賠償請求は認められな

い。
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してみた。そして、わが職務創作規定の適用に当たっては、外国の権利ないし外国で

の事案を読み込めないと解する理由はないと論じた。」（「職務創作の抵触法的規律」

『企業活動における知的財産』大阪大学法制実務連携センター編（大阪大学出版会

2006 年）163 頁）と。

（17） 拙稿「著作権侵害の準拠法について」広島法学 35 巻２号 69 ‐ 72 頁、78 ‐ 80 頁

参照。同「インターネットにおける著作権侵害の準拠法について」広島法学 35 巻 4

号 63 － 66 頁、71 ‐ 75 頁参照。
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